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中小企業・小規模事業者政策の流れ

平成２５年 小規模企業活性化法（中小企業基本法再改正）

⇒ 小規模企業の意義を明確化

平成１１年 中小企業基本法改正

⇒ やる気と能力のある中小企業の支援

昭和３８年 中小企業基本法制定

⇒ 大企業と中小企業の格差是正（二重構造論）

平成２６年 ●小規模企業振興基本法制定 → 「小規模企業振興基本計画」を策定。
⇒ 小規模企業振興の基本的枠組みを構築

「事業の持続的発展」を基本原則として位置づけ
●小規模事業者支援法の改正

⇒ 従来の「経営改善指導」に加え、「経営発達支援」も商工会・商工会議所の役割へ

平成２５年度補正予算 ：「小規模事業者持続化補助金」を創設
平成２７年７月 ：「経営発達支援計画」の認定開始
平成２７年度当初予算 ：「伴走型小規模事業者支援推進事業補助金」を創設 1



「小規模企業振興基本法」と「小規模企業振興基本計画」
「小規模企業振興基本法」（平成26年6月公布・施行）
人口減少・高齢化、競争の激化、地域経済の低迷等の構造変化の中で、小規模事業者、国、地方公共団体、支援機関等様々な関

係者の行動を促していくための仕組み。

⇒中小企業基本法の基本理念である「成長発展」のみならず、技術やノウハウの向上、安定的な雇用の
維持等を含む「事業の持続的発展」を基本原則として位置づける。

2

「小規模企業振興基本計画」 （平成26年10月閣議決定）
基本法に基づき、小規模事業者の振興に必要な施策を、一貫かつ継続した方針の下、重点的かつ効果的に実行することを担保するた

めに策定された計画。（おおよそ５年ごとに変更） ➡平成３１年春目標

１．需要を見据えた経営の促進
－顔の見える信頼関係をより積極的に活用した

需要の創造・掘り起こし－

人口減少・高齢化、国内外の競争の激化、地域経済の低迷等の構造変化の進展
→この中で、事業を維持するだけでも大変な努力が必要。

２．新陳代謝の促進
－多様な人材・新たな人材の活用による事業の展開・創出－

３．地域経済の活性化に資する事業活動の推進
－地域のブランド化・にぎわいの創出－

４．地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備
－事業者の課題を自らの課題と捉えたきめ細かな対応－

現状認識と基本的考え方

事業の持続的発展のための４つの目標を設定

１０の重点施策

（１）ビジネスプラン等に基づく経営の促進、（２）需要開拓に向けた支援、（３）新事業展開や高付加価値化の支援、
（４）起業・創業支援、（５）事業承継・円滑な事業廃止、（６）人材の確保・育成、（７）地域経済に波及効果のある事業の推進、
（８）地域のコミュニティを支える事業の推進、（９）支援体制の整備、（１０）手続きの簡素化・施策情報の提供
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中小企業政策審議会小規模企業基本政策小委員会での議論

 第１０回 平成３０年 ５月１７日
・小規模事業者政策について

 第１１回 平成３０年 ６月２９日
・サプライチェーンに関する課題について

 第１２回 平成３０年 ７月１２日
・支援機関の機能と自治体の関係について

 第１３回 平成３０年 ９月２０日
・小規模事業者の多様化と政策対象について

 おおよそ５年ごとに見直すこととされている、小規模企業振興基本計画の見直しに向
けて、平成３０年３月２６日に経済産業大臣から中小企業政策審議会へ諮問

 経済産業大臣からの諮問を受け、小規模企業基本政策小委員会において下記ス
ケジュールにて議論

 第１４回 平成３０年１０月１２日
・地域サプライチェーンと小規模事業者の関係について

 第１５回 平成３０年１１月３０日
・近年の災害対応とその課題について
・小規模企業振興基本計画骨子（案）等について

 第１６回 平成３０年１２月２０日
・平成２６年改正 小規模事業者支援法の実績について
・小規模企業振興基本計画骨子（案）等について



第Ⅱ期「小規模企業振興基本計画」案の骨子と小規模事業者支援法の改正案の関係

○人口減少・高齢化、国内外の競争の激化
○地域経済の低迷等の構造変化の進展
○IT化による市場環境の変化

社会の環境変化

○過疎化による地域の弱体、
○自然災害の多発・甚大化に伴う
○事業継続リスクの増大

地域の環境変化

○経営者の高齢化、後継者不足
○フリーランス等多様な小規模事業者の増加
○人手不足の中で生産性の向上が急務

小規模事業者の環境変化

第Ⅰ期「基本計画」制定時からの【環境変化】

第Ⅱ期「基本計画」案の【基本的考え方】

①需要を見据えた経営の促進
（１）ビジネスプランに基づく経営の促進 （２）需要開拓に向けた支援
（３）新事業展開や高付加価値化の支援

②新陳代謝の促進
（４）多様な小規模事業者の支援 （５）起業・創業支援
（６）事業承継・円滑な事業廃止の推進 （７）人材の確保・育成

③地域経済の活性化に資する事業活動の推進
（８）地域経済に波及効果のある事業の推進（地域牽引企業の創出等）
（９）地域のコミュニティを支える事業の推進

④地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備

（１０）支援に向けた国と自治体の連携強化（１１）手続きの簡素化・施策情報の提供
(１２）事業継続リスクへの対応能力の強化

【4つの目標と１２の施策】

・経営発達支援計画のスキームに
自治体との関与を規定

・商工会・商工会議所が、自治体
と連携して、事業者の事業継続
力強化のための支援を行う計画を
作成し認定するスキームを新設

◇小規模事業者支援法の改正案

事業者の持続的発展

地域の持続的発展

地域を牽引する企業の創出 地域のサプライチェーンの維持・災害等への対応強化

地域のブランド化・産地産業の活性化 地域に不可欠な公共的サービス・地域コミュニティの維持

都道府県・市町村・産業界といったステークホルダーとの関係を強化し支援体制の構築

４



経営発達支援のスキーム

⑤支援

経営発達支援計画

経済産業大臣

 経営発達支援計画は、商工会・商工会議所が作成し、国の認定を受けることとされている。

 今後は地域課題への対応や効果的な支援実施の観点から、ステークホルダーである市町村と共
同して作成し、都道府県も意見を言えるスキームに見直し。

経営発達支援計画の見直し（小規模事業者支援法の改正案）

②申請

④認定

小規模事業者

【支援措置】
・中小企業信用保険法の特例
・中小機構の情報提供
・地方交付税措置都道府県知事

③意見

①計画策定

商工会・商工会議所／市町村
（共同策定）

＜計画記載事項＞
目標
内容及び実施期間
実施体制
助言を行う経営指導員の氏名
必要な資金の額及びその調達方法

入善町商工会（富山県）では、これまでは町が工場誘致を中心に施策を
進めてきたが、工場の撤退などにより、地場産業の育成が急務になってきて
おり、「町が目標とするところに商工会の資源を使い貢献する」として、地元の
農協、漁協、金融機関と連携し、6 次産業化、農商工連携、商業、サービ
ス業を中心とした商業店舗の開業に向けた支援に取り組んでいる。

自治体等との連携

５



事業継続力強化支援のスキーム

④支援

事業継続力強化支援計画

＜計画記載事項＞
目標
内容及び実施期間
実施体制
助言を行う経営指導員の氏名
必要な資金の額及びその調達方法

都道府県知事

 商工会・商工会議所が、地域の防災を担う市町村と連携し、事業継続力強化のための支援を
行う計画（＝事業継続力強化支援計画）を策定し、都道府県知事が認定。

商工会・商工会議所による事業継続力強化の支援（小規模事業者支援法の改正案）

②申請

③認定

①計画策定

商工会・商工会議所／市町村
（共同策定）

小規模事業者

【支援措置】
・中小企業信用保険法の特例
・中小機構の情報提供
・地方交付税措置

【計画に盛り込む内容】
ⅰ）管内の事業者への災害対策の普及啓発や実

施支援
ⅱ）災害発生時の対応（被害情報収集等）
ⅲ）商工会・商工会議所のBCP策定

事後対策

九州・沖縄ブロックの商工会連合会が
日本公庫・沖縄公庫を含む災害発生
時の情報収集、復旧に向けた連携協
定を締結。

帯広商工会議所は、帯広市、北海道経済産業局の
協力のもと、大規模災害時に地域住民の健康に直接
影響を与え得る薬局のＢＣＰ策定の推進ため、セミ
ナーを開催。

事前対策

６



中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一部を改正する法律案【中小企業強靱化法案】の概要

１．背 景

２．主な措置事項

〇 自然災害の頻発化、経営者の高齢化によって、多くの中小企業は、事業活動の継続が危ぶまれている。
〇 中小企業の事業活動の継続に資するため、中小企業の災害対応力を高めるとともに、円滑な事業承継を促進する必要。

○ 上記と併せ、中小企業の基盤強化を図るため、
・ 一定の要件を満たす中小企業者等が社外高度人材（プログラマー・エンジニア、弁護士・税理士・会計士等）を活用して新事業分野を開拓する計画の認定制度を創設し、

認定を受けた者に対し金融支援・税制支援（ストックオプション税制の対象に、計画に従って活用する社外高度人材を追加）を講ずる。
・ 小規模事業者の経営発達に係る支援事業について、商工会・商工会議所と市町村（特別区含む）が共同で計画を作成するとともに、認定の際に都道府県知事の意見
を聴くものとする。

○ これらに関する情報提供、相談対応等を、新たに（独）中小機構の業務に追加するため、【独立行政法人中小企業基盤整備機構法】も一部を改正。

（３）その他（関係者の関与による基盤強化等）

（１）中小企業・小規模事業者の事業継続力の強化

○商工会又は商工会議所が市町村（特別区含む）と共同して行う、小規模事業者の事業継続力強化に係る支援
事業（普及啓発、指導助言、復旧支援等）に関する計画を都道府県が認定。

※ これらに要する経費について地方交付税措置を講ずることとしており、地域における小規模事業者支援を推進。

①事業継続力強化に対する支援 【中小企業等経営強化法改正】

②商工会・商工会議所による小規模事業者の事業継続力強化の支援 【小規模事業者支援法改正】

○ 事業継続力強化に関する「基本方針」の策定

① 中小企業が行う事前対策の内容

② 中小企業を取り巻く関係者※1に期待される協力
※1 サプライチェーンの親事業者、金融機関、保険会社、地方自治体、商工団体 等を想定。

○ 中小企業の事業継続力強化に関する計画を認定し、支援措置を講ずる。

① 中小企業者が単独で行う「事業継続力強化計画」

例）災害時の初動対応、自家発電、制震・免震装置等の設備投資、保険加入等の

リスクファイナンス、実効性確保に向けた訓練の実施 等

② 複数の中小企業が連携して行う「連携事業継続力強化計画」

例）経営資源の融通（原材料、人員派遣、代替生産） 等

○ 中小企業を取り巻く関係者※2による協力（努力規定）
※2 法律案は、国、地方公共団体、親事業者に加えてその他の者を規定。

中小企業
事業継続力強化計画

連携事業継続力強化計画

申請

信用保証枠の追加
低利融資

防災・減災設備への
税制優遇

補助金の優先採択 等

経済産業大臣／基本方針

普及啓発
指導助言

リスクに応じた
保険料の設定 等

支援 協力

指針の提示

経済産業大臣 関係者

（２）中小企業の経営の承継の円滑化

【承継円滑化法改正】

後継者に生前贈与
（点線内）

後継者でない
相続人が請求
可能な遺留分

＜遺留分請求のイメージ＞

(注)後継者でない相続人が事後的に自らの遺留分を請求すれ

ば、後継者は事業用資産の一部を失うおそれ。

○ 個人事業者の土地、建物、機械等の承継に係る
贈与税・相続税を100％納税猶予する「個人版
事業承継税制」の創設が平成31年度税制改正
大綱に盛り込まれた。

○ 新税制の効果が十分に発揮されるよう、
遺留分※に関する民法特例の対象を個人事業者
に拡大。

（現行の手続）
会社について、相続人全員の合意を得れば、簡便
な手続で、後継者に生前贈与された株式を、遺留
分を算定するための財産から除外すること等が可
能。

※民法上、最低限保障されている相続人の取り分

（参考）中小企業強靱化法案（中小企業等経営強化法等の改正）

７
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基本指針について

 小規模支援法の改正案が可決されれば、改正案に沿った内容に基本指針の改正も必要。

 小規模支援法において、基本指針の改正の際には中小企業政策審議会の意見を聴くこととさ
れており、基本指針は経営支援分科会の所掌とされているため、経営支援分科会のご意見を伺
いたい。

第１ 経営の改善発達の基本的な方向
・基本計画の４つの目標を位置付け。
１．需要を見据えた経営の促進
顔の見える信頼関係をより積極的に
活用した需要の創造・掘り起こし

２．新陳代謝の促進
多様な人材･新たな人材の活用による
事業の展開・創出

３．地域経済の活性化に資する事業活
動の推進
地域のブランド化・にぎわいの創出

４．地域ぐるみで総力を挙げた支援体制
の整備
事業者の課題を自らの課題と捉えた
きめ細かな対応

前文 背景
・小規模事業者の振興の基本原則を、「成
長発展」のみならず、「事業の持続的発展」
と位置付け。

第２ 経営管理に関する指導等
１．経営改善普及事業の内容
２．経営改善普及事業の留意すべき点
３．経営発達支援事業の内容
４．経営発達支援事業の期間
５．経営発達支援事業の実施に当たって留
意すべき点

第３ 事業の共同化に寄与する施設の設置
１．基盤施設事業の内容
２．基盤施設事業の留意すべき点 等

第４ 地区内の商工業の発展のために行う
他の事業との関係に関する事項

第６ その他

第５ 商工会連合会又は日本商工会議所が
行う商工会又は商工会議所に対する指導

第Ⅱ期「小
規模企業振
興基本計
画」にあわせ
修正。

小規模支援
法の改正案
に合わせ、事
業継続力強
化支援事業
について追
加。また、経
営発達支援
事業は自治
体との連携を
強化について
追加。

小規模支援
法の改正案
の基盤施設
計画の廃止
に合わせ、削
除。

現行の基本指針
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●２月15日

「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法等の一部を改正する法律
案（中小企業強靱化法案）」（小規模支援法の改正を含む）を閣議決定、国会提出

●法案可決後～

基本指針について中小企業審議会へ大臣から諮問 → 経営支援分科会へ付託

基本指針改定に向けた今後の流れ

※小規模支援法の改正案について本通常国会
（第198回通常国会）にて、ご審議いただき
可決されることを前提とする。

経営支援分科会でのご議論の結果を踏まえて、中小企業審議会会長へ報告 → 大臣へ答申


